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自治労北海道本部
執行委員長  山上　潔
「子ども子育て新システム」における公立施設財源の取り扱いに関する要請
地方自治の発展及び住民の福祉の増進に向けたご尽力に心から敬意を表します。

さて、かつてない少子高齢社会をむかえ、子ども・子育て施策の拡充は喫緊の課題となっています。地方自治体においても、保育所の整備など子ども・子育て施策の拡充が進められています。また、政府においては、子ども・子育てに関わる財源・制度の一元化による切れ目のないサ－ビス提供体制を構築することを目的とした「子ども・子育て新システム」の創設のための成案のとりまとめに向けた検討が行なわれています。

この法案提出に向けた制度設計にあたって自治労は、すべての子どもの最善の利益を確保するため、制度・財源の一元化による効率的給付体系を構築し、住民にとって利用しやすい仕組みとすることが求められるとともに、実施主体である市区町村が安定的な財源を確保し、子どもに対し確実にサ－ビスが提供されることが必要であると考えます。

しかし、「子ども・子育て新システム」において検討されている「こども園給付」については、その対象となる保育所のうち、公立保育所運営費は2004年に一般財源化されたため、一元化されることなく設置主体により財源のあり方が異なっています。こうした財源保障の仕組みが異なることで、保育所の設置主体により、保育保障の水準に格差が発生する可能性があります。また、不交付団体や小規模市町村など、市町村によっては財源を十分かつ確実に確保できないため、市町村間に実施水準の格差が発生する可能性があります。

つきましては、「地域主権」を推進し、地域における独自の取り組みを拡充するとともに、すべての子どもに質の高い保育サ－ビスを提供するために、制度・財源の一元化による効率的運営と確実かつ安定的な財源の確保を実現する必要があります。このため、下記の事項を踏まえて対応されるよう要請いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

「子ども・子育て新システム」における「こども園給付」創設にあたり、保育所の給付財源の取り扱いを公立・私立共通の「子ども・子育て包括交付金（仮称）」とするため、全国市長会に対し、文書もしくは口頭にて意見反映すること。
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